(※赤字にて記載箇所は削除して提出してください。)
(※1枚に収まるよう記載してください。)

様式
　　令和　年　月　日

国税庁長官　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住所
氏名　　法人にあっては名称並びに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職及び氏名
（法人番号：　　　　　　　　　)

日本産酒類海外展開支援事業費補助金
（ブランド化・酒蔵ツーリズム補助金）
補助事業申請書

　日本産酒類海外展開支援事業費補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。
また、○○（申請者名）及び別紙３記載の参画事業者は、公募要領(P3)に定める「日本産酒類海外展開支援事業費補助金の交付を受ける者として不適当な者」のいずれにも該当しません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

①　補助事業申請書（本様式）
②　補助事業計画書（別紙１）
③　補助事業概要書（別紙２）
④　参画事業者等　（別紙３）
⑤　経費明細表　　（別紙４－１）
⑥　経費一覧表　　（別紙４－２）
⑦　役員等名簿　　（別紙５）
⑧　事業実施に際しての確認票（別紙６）
⑨　申請者の直近２期分の決算書（参画事業者分は不要。なお、必要に応じて申請者の個別注記表を添付）
[bookmark: _GoBack]⑩　直前の財務状況が債務超過である場合、債務超過を解消する具体的な計画等（該当する場合は提出（任意様式））
⑪　パートナーシップ構築宣言の写し（パートナーシップ構築宣言を宣言している場合）
⑫　郵送の場合は、①から⑪のファイル（PDF形式）を保存した電子媒体（CD-R又はDVD-R）。
※　①から⑧に関しては、PDF形式に加え、編集可能な形式（Word・Excel）も併せて提出すること。

（注）法人番号には、登記上の所在地に通知されている１３桁の法人番号を記載してください（１法人につき１つの法人番号が指定されており、法人の支店・事業所等や個人事業者、民法上の組合等には指定されない。）。法人番号は、マイナンバー（個人番号）とは異なり利用範囲の制約がなく、自由に利用できます。

